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(57)【要約】
　シンチレータ（チェレンコフ放射体を含む）の放射線
源側に、入射時刻を検出するための受光器を設け、該受
光器の出力によりシンチレータに入射した放射線の情報
（エネルギーや、入射時刻、入射位置等）を得る。これ
により、放射線のシンチレータへの入射位置等を高精度
で特定することが可能になる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シンチレータ（チェレンコフ放射体を含む）の放射線源側に、入射時刻を検出するため
の受光器を設け、
　該受光器の出力によりシンチレータに入射した放射線の情報を得ることを特徴とする放
射線検出方法。
【請求項２】
　前記受光器が、シンチレータの放射線源側にのみ設けられていることを特徴とする請求
項１に記載の放射線検出方法。
【請求項３】
　前記受光器が、シンチレータの放射線源側に設けられ、これを補助する検出器が、シン
チレータの側部や反対側にも設けられていることを特徴とする請求項１に記載の放射線検
出方法。
【請求項４】
　前記シンチレータと受光器からなる放射線検出器がＤＯＩ検出器であることを特徴とす
る請求項１乃至３のいずれかに記載の放射線検出方法。
【請求項５】
　前記シンチレータと受光器の組合せを積層したことを特徴とする請求項１乃至４のいず
れかに記載の放射線検出方法。
【請求項６】
　ペアとなる放射線検出器が放射線源を挟んで対向するように設けられ、コインシデンス
計測やタイムオブフライト計測を行なうことを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記
載の放射線検出方法。
【請求項７】
　放射線検出器が放射線源を囲うようにリング状に配列され、各放射線検出器を構成する
シンチレータと受光器の間に錐状のライトガイドを設けて、該ライトガイドへの入射光路
径に対し出射光路径を絞るようにしたことを特徴とする請求項１乃至６のいずれかに記載
の放射線検出方法。
【請求項８】
　シンチレータ（チェレンコフ放射体を含む）の放射線源側に設けられた、入射時刻を検
出するための受光器と、
　該受光器の出力によりシンチレータに入射した放射線の情報を得る手段と、
　を備えたことを特徴とする放射線検出装置。
【請求項９】
　前記受光器が、シンチレータの放射線源側にのみ設けられていることを特徴とする請求
項８に記載の放射線検出装置。
【請求項１０】
　前記受光器が、シンチレータの放射線源側に設けられ、これを補助する受光器が、シン
チレータの側部や反対側にも設けられていることを特徴とする請求項８に記載の放射線検
出装置。
【請求項１１】
　前記シンチレータと受光器からなる放射線検出器がＤＯＩ検出器であることを特徴とす
る請求項８乃至１０のいずれかに記載の放射線検出装置。
【請求項１２】
　前記シンチレータと受光器の組合せが積層されていることを特徴とする請求項８乃至１
１のいずれかに記載の放射線検出装置。
【請求項１３】
　ペアとなる放射線検出器が放射線源を挟んで対向するように設けられ、コインシデンス
計測やタイムオブフライト計測を行なうことを特徴とする請求項８乃至１２のいずれかに
記載の放射線検出装置。
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【請求項１４】
　放射線検出器が放射線源を囲うようにリング状に配列され、各放射線検出器を構成する
シンチレータと受光器の間に錐状のライトガイドを設けて、該ライトガイドへの入射光路
径に対し出射光路径を絞るようにしたことを特徴とする請求項８乃至１３のいずれかに記
載の放射線検出装置。
【請求項１５】
　請求項８乃至１４のいずれかに記載の放射線検出装置を備えたことを特徴とする陽電子
放射断層撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、放射線検出方法、装置、及び、陽電子断層撮像装置に係わり、特に、シンチ
レータ（チェレンコフ放射体を含む）へ入射した放射線の情報（エネルギー、入射時刻、
入射位置等）を高精度で得ることが可能な放射線検出方法、装置、及び、これを利用した
陽電子断層撮像装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　陽電子放射断層撮像装置（ポジトロン・エミッション・トモグラフィ：ＰＥＴ）は、陽
電子放出核種を利用した核医学イメージング装置で、癌の診断や分子イメージング等に広
く応用されている。
【０００３】
　陽電子放出核種とは、１８Ｆのように原子核中の陽子数が中性子数に比べて過多である
ことにより不安定な同位元素であり、β＋崩壊に伴って陽電子とニュートリノを放出する
性質がある。放出された陽電子は電子の反物質であるため、電子と出会うと対消滅して、
両者の質量が全てエネルギーに転換される。このエネルギーは、消滅放射線という高エネ
ルギー電磁波の形で放射される。対消滅の前後で運動量保存則が成り立つため、消滅放射
線は主に２本が同時刻にほぼ正反対の方向に放出される。厳密には１本のみの放出や、３
本以上が放出される場合も存在するが、その割合は合わせて全体の１％未満であるためイ
メージングでは無視できる。２本を放出する場合、それぞれのエネルギーは（陽）電子１
個の質量分に相当し、約５１１ｋｅＶである。
【０００４】
　イメージングの原理は消滅放射線の同時計数である。５１１ｋｅＶの放射線が対向する
２つの放射線検出器でほぼ同時刻に測定された場合、この２つの放射線検出器を結ぶ直線
上で陽電子が対消滅した可能性が最も高い。この情報を、図１（Ａ）に示す如く、被検体
１０の周囲に配置した多くの放射線検出器１６を用いて収集し、Ｘ線ＣＴと同様な数学的
手法によって再構成することにより、被検体１０中の陽電子放出核種１２の分布を近似す
る断層映像が得られる。図において、１８はベッドである。
【０００５】
　従って、放射線検出器１６に求められる性能は、消滅放射線１４の入射位置、エネルギ
ー、入射時刻を、なるべく正確に測定できることである。ここで、ほぼ同時刻とは概ね１
５ナノ秒（ナノは１０の－９乗）以内の時間であり、放射線検出器の時刻決定の精度が高
い場合には１０ナノ秒以下、あるいは５ナノ秒以下とすることができる。二本の消滅放射
線の入射を同時刻とみなして、一つの対消滅によって生じた一組の消滅放射線であると判
定するための時間の枠（タイムウィンドウ）を短くすると、別々の対消滅に起因する複数
の消滅放射線を誤って組み合わせる可能性が減少するため、測定精度を高めて信号対雑音
比を向上させることができる。なお、このようにタイムウィンドウを決めて検出された消
滅放射線の組み合わせを行うことを、コインシデンス計測もしくは同時計数という。
【０００６】
　放射線検出器１６からの電気信号を処理して消滅放射線１４の入射時刻を決定する能力
が概ね１．５ナノ秒以下である場合には、タイムウィンドウは正しい消滅放射線の組み合
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わせに計数漏れを生じない範囲のままで、消滅放射線の飛行時間差（タイム・オブ・フラ
イト：ＴＯＦ）を利用すると陽電子放射断層撮像（ＰＥＴ）装置の信号対雑音比が向上す
ることが知られている。例えば、対消滅が対向する２つの放射線検出器の中心部で起きた
場合、２本の消滅放射線は同時刻に放射線検出器に到達する。また、対消滅が、どちらか
の放射線検出器に近い座標（空間座標）で起きた場合、消滅放射線は近い方の放射線検出
器へ先に到達する。つまり、両放射線検出器への到達時刻の差を求めることで、対消滅が
起きた空間座標から、それぞれの放射線検出器まで距離の差に換算することができる。図
１（Ａ）に示したような、従来の飛行時間差を利用しないＰＥＴ装置では、一組の同時計
数から得られる情報は、対消滅が起きたと考えられる空間座標を含む直線となるが、飛行
時間差を用いると、図１（Ｂ）に示す飛行時間差型ＰＥＴ（ＴＯＦ－ＰＥＴ）装置のよう
に、その直線上のある範囲に絞り込むことができる。その絞り込みの精度は、装置の時間
分解能によって定まり、決定精度が高くなるほど対消滅位置に関する情報量が増大して信
号対雑音比が向上する（Ｗ．Ｗ．Ｍｏｓｅｓ，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．　Ｎｕｃｌ．　Ｓ
ｃｉ．，５０巻５号　１３２５－１３３０頁，２００３年参照）。従って、ＴＯＦ－ＰＥ
Ｔに搭載する放射線検出器は、より高い時刻決定精度を有することが好ましい。
【０００７】
　なお、消滅放射線の入射時刻を決定する能力が装置全体にわたって概ね１００ピコ秒（
ピコは１０の－１２乗）以下である場合には、信号対雑音比のみならず断層画像の空間解
像度も向上すると期待されており、放射線検出器の時間分解能を高めるための技術が強く
求められている。
【０００８】
　消滅放射線の飛行時間差を利用したＴＯＦ－ＰＥＴ装置の概念は、１９８０年代には知
られていた（Ｔ．Ｔｏｍｏｔａｎｉ，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．　Ｎｕｃｌ．　Ｓｃｉ．，
２８巻６号　４５８２－４５８９頁，１９８１年参照）が、当時の技術水準では、放射線
検出素子として用いられるシンチレータや放射線検出器、および放射線検出器からの電気
信号を処理する回路の性能等が不十分であったため、信号対雑音比が向上しなかった。現
在では、ＬＳＯ（ケイ酸ルテチウムに少量のセリウムを添加したもの）やＬＹＳＯ（ＬＳ
Ｏとケイ酸イットリウムの混晶に少量のセリウムを添加したもの）のように応答速度に優
れたシンチレータが開発されており、また、放射線との相互作用で生じたシンチレーショ
ン光を検出するための受光器として用いられる光電子増倍管（ＰＭＴ）の時刻決定精度も
改善している。更に、特定用途向けの集積回路技術も向上しているため、消滅放射線の飛
行時間差を利用したＴＯＦ－ＰＥＴ装置が、従来のＰＥＴ装置の性能を信号対雑音比で上
回ることが確認されている。このため、より時間分解性能に優れた放射線検出器が強く求
められている。信号対雑音比の向上により、陽電子放射断層撮像に要する時間の短縮や、
被検者に投与する放射性薬剤量の低減を図ることができる。
【０００９】
　検出時刻の誤差要因は、第一に、図２に示す如く、消滅放射線１４と、シンチレーショ
ン光２４のシンチレータ２２中における伝達速度の差によって生じる。図において、２０
は、光電子増倍管等の受光器である。
【００１０】
　消滅放射線１４の飛行速度は、真空中でも媒質中でも真空中の光速度ｃ（秒速約３０万
キロメートル）と同一である。これに対して、シンチレーション光２４は、空気中の飛行
速度は、ほぼｃであるが、シンチレータ中ではｃ／ｎに減速する。ここでｎはシンチレー
タの屈折率であり、一般的に１．０よりも大きな値である。
【００１１】
　５１１ｋｅＶの消滅放射線は透過力が大きいため、効率的に検出するには一般的に数ｃ
ｍ程度の厚みのシンチレータ２２が用いられる。
【００１２】
　図２（Ａ）の右側に示す如く、シンチレータ２２の上端付近で消滅放射線１４がシンチ
レータ２２と相互作用した場合、シンチレーション光２４は受光器２０に届くまでシンチ
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レータ２２中を長く飛行しなければならない。これに対して、図２（Ａ）の左側に示す如
く、シンチレータ２２の下端付近で相互作用した場合は、シンチレーション光２４が受光
器２０に届くまでの飛行距離は短い。つまり、図２（Ｂ）に示すように、消滅放射線１４
が飛行速度ｃのままシンチレータ２２中を長く飛行し、受光器２０の直前で飛行速度がｃ
／ｎのシンチレーション光２４に変換された方が、見かけ上の検出時刻が早くなる。
【００１３】
　ここで、一組の消滅放射線が二つの放射線検出器によってそれぞれ測定される際に、片
方ではシンチレータの上端付近でシンチレーション光が発生し、他方ではシンチレータの
下端付近でシンチレーション光が発生した場合、検出時刻の差によって予想される対消滅
の空間座標が、実際よりも後者の放射線検出器の方へ近づいてしまう。従って、シンチレ
ータ中における消滅放射線とシンチレーション光の伝達速度の違いによる検出時刻の誤差
を修正すれば、飛行時間差の情報精度を高めることができる。なお、図２（Ａ）では原理
を簡略に示すために、１本の対消滅放射線当たりに１個のシンチレーション光子が代表と
して直下に放出される図となっているが、実際には数千個乃至数万個の光子が放出され、
また放出方向も直下に限られない。又、一部の光子はシンチレータの界面や反射材等によ
り吸収されるため、必ずしも全ての光子が受光器まで到達するとは限らない。
【００１４】
　検出時刻の誤差要因の第二は、図３（Ａ）に例示するような、シンチレーション光２４
がシンチレータ２２中を伝達する経路の距離の違いによって生じる。一部のシンチレーシ
ョン光２４は受光器２０に直接入射するが、概ね半数以上の光子は、一回以上シンチレー
タ２２の上面や側面で反射してから受光器２０に入射する。例えば、図３（Ａ）の右側に
示すように、シンチレータ２２の上端付近で発生したシンチレーション光２４のうち上方
に放射されたものは、直ちにシンチレータ２２の上端に達し、シンチレータ２２の上面を
覆う反射材等によって反射されて下方へ向かう。これに対して、図３（Ａ）の左側に示す
ように、シンチレータ２２の下端付近から上方に放射されたシンチレーション光２４がシ
ンチレータ２２の上端で下方に反射されるまでには、シンチレータ２２の長さだけ飛行す
る。また、側面方向に角度を持って放出される場合には、シンチレータ側面での反射によ
っても伝達経路が変化する。更に、シンチレータが前後左右上下に二・三次元的に配列さ
れている場合には、シンチレータ間における反射や屈折によっても伝達経路が変化する。
伝達経路が長くなるほど、シンチレーション光２４が受光器２０に到達するまでの時間も
長くなり、消滅放射線を検出したと決定される時刻が遅くなる。
【００１５】
　図３（Ｂ）は、１．４５ｍｍ×１．４５ｍｍ×４．５０ｍｍのＬＳＯ結晶を３２個×３
２個正方形に並べたものを１段とし、消滅放射線とシンチレータ結晶の相互作用位置の検
出精度を高めるためにこれを４段重ねた結晶ブロックにおけるシンチレーション光の伝達
経路とその伝達時間を計算した結果である。ここで、図中の第１層目は最も放射線源に近
く、第４層目は最も遠い。原理を単純に示すため、各段の中心部の結晶を一つずつ選び、
基準となる時刻に、それぞれの結晶の中心から、ランダムな方向に各１０万個の光子が放
出された場合に、受光器に到達する光子の数と経過時間の関係を表示している。発光した
シンチレータ結晶内における発光座標と受光器の直線距離に応じて、最初の光子が到達す
る時刻が異なるのみならず、光子数が最も多くなる時刻や、結晶上面での反射に起因する
二つめのピークが見られることが分かる。このようにして生じる、シンチレーション光の
伝達経路の距離の違いによる検出時刻の誤差を修正すれば、飛行時間差の情報精度を高め
ることができる。
【００１６】
　検出時刻の誤差要因の第三は、伝達経路の差違によって生じる受光器の出力波形の違い
である。受光器に到達する光（入力）の時間分布を表わした図３（Ｂ）で明らかなように
、各層から最初の光子が到達してから、到達する光子数が最も多くなる時刻までに要する
時間は各層ごとに異なり、また光子数が時間の経過とともに増加する傾向の違いもグラフ
の形状より明らかである。最も単純に受光器の出力波形から時刻を決定するには、まずノ
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イズを信号と混同しないために閾値を設定し、閾値を超えた出力を信号と見做して閾値を
超えた時刻を検出時刻とする。全ての受光器で定義を共通にすれば、定義法による誤差は
生じない。しかし、この方法では、図３（Ｃ）に示すように、比較的出力信号が大きい場
合（例えば４層目）には最初の光子が到達してすぐに閾値を超えるが、比較的出力信号が
小さい場合（例えば１層目）には出力が最大となる時刻付近でようやく閾値を超えるので
、信号の大きさによって決定する時刻が前後してしまう。従って、実際にはコンスタント
・フラクション法のように出力信号の大きさによって時刻が前後しない、より高度な決定
法が広く用いられている（放射線ハンドブック第３版、７５３頁、２００１年　日刊工業
新聞社刊参照）。
【００１７】
　ところが、出力信号の大きさの変化には対応できるコンスタント・フラクション法でも
、出力信号の波形の変化には対応できないため、信号の立ち上がりが急峻であるか緩慢で
あるか等の違いによって決定する時刻が前後してしまう。従って、シンチレーション光の
伝達経路の違いによる受光器の出力波形の違いが原因となって生じる検出時刻の誤差を修
正すれば、飛行時間差の情報精度を高めることができる。これは、コンスタント・フラク
ション法に限らず、リーディング・エッジ法などの他の決定法にも有効である。誤差を修
正する方法は、一例として、信号の立ち上がりの勾配あるいは更にその変化に基づいて行
うことができる。
【００１８】
　なお、三次元的な位置（発光位置）情報ではなくて、図４のような放射線検出器で深さ
方向の発光位置情報のみを利用して、検出時刻を補正する技術は既に知られている（Ｔ．
Ｔsuda他、ＩＥＥＥ　Ｔrans．Ｎucl．Ｓci．，５３巻１号３５－３９頁、２００６年参
照）。図において、４０は、出願人が特開２００４－２７９０５７号公報で提案した、例
えば２５６チャンネルの位置敏感型光電子増倍管（ＰＳ－ＰＭＴ）２１と、例えば６×６
で４層積層されたシンチレータ結晶のブロック２３でなる、深さ方向の相互作用位置（Ｄ
ＯＩ）情報を得ることが可能な放射線検出器（ＤＯＩ検出器と称する）である。
【００１９】
　このようなＤＯＩ検出器によれば、深さ方向の相互作用位置情報を得ることが可能であ
る。
【００２０】
　しかしながら図４に示したような４層ＤＯＩ検出器においては、放射線源側の第１層目
は、入射放射線による発光のイベント数（頻度）が最も多いにも拘らず、ＰＳ－ＰＭＴ２
１への距離が遠いため、ＴＯＦ誤差（遅れ）が最も大きく、時間分解能が最も悪い。一方
、受光器側の第４層目は、ＰＳ－ＰＭＴ２１に最も近いため、ＴＯＦ誤差（遅れ）が最も
小さく、時間分解能が最も良いにも拘らず、イベント数が最も少なく、有効に活用されて
いないという問題点を有していた。
【００２１】
　図５に、ＴＯＦ補正をしない従来のＤＯＩ検出器における４層それぞれの応答と、検出
器全体の時間分解能を示す。この例では、放射線検出器全体の時間分解能（半値幅ＦＷＨ
Ｍ）は３６１．４ｐｓであった。
【００２２】
　これに対して、各層毎にＴＯＦ補正をした場合には、図６に示す如く、放射線検出器全
体の時間分解能が３２４．１ｐｓに改善される。しかしながら、未だ十分とは言えなかっ
た。
【発明の開示】
【００２３】
　本発明は、前記従来の問題点を解決するべくなされたもので、シンチレータ（チェレン
コフ放射体を含む）へ入射した放射線の情報（エネルギー、入射時刻、入射位置等）を高
精度で得ることを課題とする。
【００２４】
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　発明者は、図７に示す如く、放射線検出器４０を上下逆向きにして、ＰＳ－ＰＭＴ２１
を放射線源側に設けて、ＰＳ－ＰＭＴ２１に最も近く、ＴＯＦ誤差が小さく、時間分解能
が最も良い層が第１層目となり、イベント数が最も多くなり、逆に、ＰＳ－ＰＭＴ２１か
ら最も遠く、ＴＯＦ誤差が最も大きく、時間分解能が最も悪い第４層目が、イベント数が
最も少なくなるようにした。
【００２５】
　図４と同様の測定条件において、図７に示す如く、放射線検出器４０をひっくり返して
、最も時間分解能が良い第１層目の検出率が最大となるようにした場合の実験結果を図８
に示す。但し、図６と同様に各層毎のＴＯＦ補正も行った。この場合、ＴＯＦ補正のみを
行った場合よりも、ひっくり返したことにより更に時刻決定精度が改善され、放射線検出
器全体の時間分解能は２９７．７ｐｓに向上することが確認できた。このように、受光器
とシンチレータの位置関係を逆転し、かつＴＯＦ補正も行うことが効果的である。
【００２６】
　ここで、放射線源側に設けた受光器や、その回路部分は、散乱体となるが、発明者の実
験によれば、透過力が強い放射線の入射位置特定の障害になることは無かった。確認のた
め行なった実験の配置を図９（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）に、それらの実験結果を図１０、図
１１、図１２にそれぞれ示す。図９（Ａ）は、従来と同様に、シンチレータ３４の放射線
源８と反対側にフラットパネル型の位置敏感型光電子増倍管（浜松ホトニクス社製Ｈ９５
００型）３１を設けた例、図９（Ｂ）は、図９（Ａ）と同じ配置で、シンチレータ３４の
上方にも散乱体としてＰＳ－ＰＭＴ３１’を設けた例、図９（Ｃ）は、本発明によりシン
チレータ３４の放射線源８側にＰＳ－ＰＭＴ３１を設けた例である。図において、３２、
３２’は回路基板部である。
【００２７】
　図１２から明らかなように、図９（Ｃ）に示した本発明の配置により、エネルギー分解
能ΔＥ／Ｅも、図９（Ａ）の配置（図１０中の実線、ΔＥ／Ｅ＝１０．０％）や図９（Ｂ
）の配置（図１１中の破線、ΔＥ／Ｅ＝１０．１％）に比べて９．２％（図１２中の破線
）に改善している。エネルギー分解能は、値が小さいほど、放射線検出器が入射した放射
線のエネルギーを決定する精度に勝れていることを示しているが、図９（Ａ）の配置（１
０．０％）と図９（Ｂ）の配置（１０．１％）で値が同等であることは、挿入されたＰＳ
－ＰＭＴ３１’が散乱体としてエネルギー分解能に及ぼす影響が軽微であることを実証し
ている。また、図９（Ｃ）の配置の値（９．２％）が図９（Ａ）の配置の値（１０．０％
）よりも小さいのは、シンチレータの発する光信号から入射した放射線のエネルギー情報
を取得する能力において優越していることを実証している。従って、本発明の適用対象は
時間分解能を重視するＴＯＦ－ＰＥＴには限定されず、より高いエネルギー分解能が好ま
しい従来のＰＥＴにも有効である。また、シンチレータの線源に近い部分（図の上部）は
線源から遠い部分（図の下部）よりも、より高い頻度で放射線との相互作用するため、本
実験の結果より、シンチレータが積層されていなくても、シンチレータの線源側に受光器
を設置することで放射線検出器の性能が向上することが明らかとなった。
【００２８】
　本発明は、このような知見に基づいてなされたもので、シンチレータ（チェレンコフ放
射体を含む）の放射線源側に、入射時刻を検出するための受光器を設け、該受光器の出力
により放射線の情報（エネルギー、入射時刻（タイミング情報）、入射位置等）を得るよ
うにして、前記課題を解決したものである。
【００２９】
　なお、本発明に一見類似するものとして、図１３に例示する如く、シンチレータ３２の
放射線源側に位置情報やエネルギー情報を取得するためのアバランシュフォトダイオード
（ＡＰＤ）３６を設け、反対側に時刻情報等を取得するＰＭＴ２１を設けることも考えら
れているが（Ｗ．Ｗ．Ｍｏｓｅｓ他、ＩＥＥＥ　Ｔrans．Ｎucl．Ｓci．，４１巻４号１
４４１－１４４５頁、１９９４年参照）、ＡＰＤは応答が遅く、入射時刻の決定に関して
主たる検出器ではない。
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【００３０】
　本発明は、又、シンチレータ（チェレンコフ放射体を含む）の放射線源側に設けられた
、入射時刻を検出するための受光器と、該受光器の出力によりシンチレータに入射した放
射線の情報を得る手段（例えば後段の処理回路）と、を備えたことを特徴とする放射線検
出装置を提供するものである。
【００３１】
　ここで、前記受光器を、シンチレータ放射線源側にのみ設けることができる。
【００３２】
　あるいは、前記受光器を、シンチレータの放射線源側に設け、これを補助する受光器を
、シンチレータの反対側や側面にも設けることができる。
【００３３】
　又、前記シンチレータと受光器からなる放射線検出器をＤＯＩ検出器とすることができ
る。
【００３４】
　又、前記シンチレータと検出器の組合せを積層することができる。
【００３５】
　又、ペアとなる放射線検出器を放射線源を挟んで対向するように設けて、コインシデン
ス計測やタイムオブフライト計測を行なうことができる。
【００３６】
　又、放射線検出器を放射線源を囲うようにリング状に配列し、各シンチレータと受光器
の間に錐状のライトガイドを設けて、該ライトガイドへの入射光路径に対し出射光路径を
絞ることができる。
【００３７】
　本発明は、又、前記の放射線検出装置を備えたことを特徴とする陽電子断層撮像装置を
提供するものである。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】従来の（Ａ）ＰＥＴ装置及び（Ｂ）ＴＯＦ－ＰＥＴ装置の概略構成を示す断面図
【図２】従来の問題点の一つを説明するための（Ａ）断面図及び（Ｂ）タイムチャート
【図３】従来の他の問題点を説明するための（Ａ）断面図及び（Ｂ）（Ｃ）タイムチャー
ト
【図４】従来の解決法の一つを説明するための斜視図
【図５】従来のＴＯＦ補正をしないＤＯＩ検出器の場合の各層の応答と検出器全体の時間
分解能を示す図
【図６】各層毎にＴＯＦ補正をした場合の各層の応答と検出器全体の時間分解能を示す図
【図７】本発明の原理を説明するための斜視図
【図８】図７の例における各層の応答と検出器全体の時間分解能を示す図
【図９】確認のため行なった実験配置を示す図
【図１０】従来の配置における実験結果を示す図
【図１１】比較例の配置における実験結果を示す図
【図１２】本発明の配置における実験結果を示す図
【図１３】従来の他の例の構成を示す断面図
【図１４】本発明の第１実施形態のＰＥＴ装置の断面図
【図１５】本発明の第２実施形態で用いるシンチレータと受光器部分を示す断面図
【図１６】本発明の第３実施形態におけるシンチレータと受光器部分を示す断面図
【図１７】本発明の第４実施形態のＰＥＴ装置の構成を示す断面図
【発明を実施するための最良の形態】
【００３９】
　以下図面を参照して、本発明の実施形態を詳細に説明する。
【００４０】
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　本発明の第１実施形態は、図１４に示す如く、陽電子放射断層撮像装置において、放射
線源となる患者側にＰＭＴ３１を並べ、その外側にライトガイド３２を介してシンチレー
タ３４を配設し、各ＰＭＴ３１に接続した後段の処理回路３６により、放射線の入射位置
、入射時刻、及び入射した放射線のエネルギーを特定するようにしたものである。
【００４１】
　これにより、時間分解能やエネルギー分解能を向上することができる。
【００４２】
　本実施形態においては、ライトガイド３２を設け、そのシンチレータ３４側の入射光路
径に対して、ＰＭＴ３１側の出射光路径を絞るようにしているので、シンチレータ３４及
びＰＭＴ３１を隙間無く配置することができる。
【００４３】
　なお、放射線検出器の種類はＤＯＩ検出器に限定されず、図１５に示す第２実施形態の
ように、シンチレータ３４を４層ではなく、厚い１層や、２又は３層、あるいは５層以上
としたり、ライトガイド３２を省略して、シンチレータ３４の放射線源側にＰＭＴ３１を
直接配設したりすることもできる。例えば、ＰＭＴ３１が十分に薄い場合や、放射線検出
器を密に配置する必要がない場合には、ライトガイドは必要ではなく、また必要でない場
合には省略することが好ましい。
【００４４】
　又、シンチレータ３４とＰＭＴ３１の組合せは１段に限定されず、図１６に示す第３実
施形態のように、各段毎にシンチレータ３４の構成を変えて多段に配設することもできる
。ここで、シンチレータ３４とＰＭＴ３１の関係は、一対一でも良く、多対一でも良く、
一対多でも良く、多対多でも良い。
【００４５】
　又、図１７に示す第４実施形態のように、受光器として、例えばシリコンフォトマル（
Ｓｉ－ＰＭ、即ちガイガー領域で作動するＡＰＤ）４１を用いて、１層ないし２層以上配
置することもできる。
【００４６】
　なお前記実施形態においては、薄型のＰＭＴやＳｉ－ＰＭが用いられていたが、受光器
とは一般に光信号を電気信号に変換し出力するする機能を持った素子のことであり、本発
明の実施において用いられる受光器の種類は、これらに限定されず、フォトダイオードや
アバランシュフォトダイオードなどの同様の機能を有する他の種類の素子であっても良い
。
【００４７】
　また、シンチレータは必ずしも固体である必要はなく、気体であっても液体であっても
良い。また、シンチレータが固体である場合には、必ずしも単結晶である必要はなく、例
えば、ガラスであってもセラミックスであっても焼結体であっても良い。また、シンチレ
ータの発光原理はチェレンコフ放射であっても良い。
【００４８】
　又、適用対象はＴＯＦ－ＰＥＴに限定されない。適用対象は、例えばＴＯＦを利用しな
い通常のＰＥＴ装置が考えられる。また、比較的高いエネルギーを利用するＳＰＥＣＴ（
例えば１３１Ｉ、３６４ｋｅＶ）も考えられる。
【産業上の利用の可能性】
【００４９】
　陽電子放射断層撮像装置等に適用して、放射線の放射線検出器入射時刻、入射位置、お
よびエネルギーを高精度で特定することが可能になる。
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